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円 円

【 【 1, 773, 274, 262 】 【 【 1, 736, 110, 878 】

549, 935, 660 1, 056, 053, 910

5, 592, 251 300, 000, 000

1, 103, 381, 270 80, 016, 000

100, 460 37, 200, 000

3, 270, 694 5, 589, 200

80, 279, 627 25, 357, 805

13, 429, 578 32, 111, 016

5, 885, 269 34, 241, 607

11, 399, 453 51, 938, 755

【 【 976, 944, 735 】 17, 628, 002

（ （ 762, 779, 299 ） 2, 620, 000

200, 630, 778 26, 834, 631

99, 524, 129 66, 519, 952

15, 553, 249 【 【 237, 629, 011 】

2 13, 256, 000

63, 036, 480 13, 570, 000

252, 005, 000 202, 365, 035

130, 229, 661 6, 922, 660

1, 800, 000 1, 515, 316

（ （ 3, 273, 191 ）

214, 906 1, 973, 739, 889

3, 058, 285

（ （ 210, 892, 245 ）

2, 670, 000 【 【 776, 117, 157 】

1, 630, 000 （ （ 50, 000, 000 ）

12, 162, 478 50, 000, 000

179, 531, 474 （ （ 726, 117, 157 ）

14, 898, 293 2, 026, 000

8, 000, 000

716, 091, 157

【 【 361, 951 】

361, 951

776, 479, 108

2, 750, 218, 997 2, 750, 218, 997

純 資 産の部合計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

有価証券評価差額

繰越 利益剰余金

評価、 換算差額】

繰 延 税 金 資 産 利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

長 期 前 払 費 用 資 本 金

差入敷 金保証金 利 益 剰 余 金）

投 資 有 価 証 券 株 主 資 本】

出 資 金 資 本 金）

ソ フ ト ウ ェ ア 純  資  産  の  部

投資その他の資産）

無 形 固 定 資 産）

電 話 加 入 権 負 債 の 部 合 計

土 地 資 産 除 去 債 務

建 設 仮 勘 定 繰 延 税 金 負 債

工具 . 器具 . 備品 預 り 保 証 金

リ ー ス 資 産 長期 リ ー ス 債務

構 築 物 固 定 負 債】

車 両 運 搬 具 長 期 借 入 金

建 物 仮 受 金

建 物 付 属 設 備 リ ー ス 債 務

固 定 資 産】 預 り 金

有 形 固 定 資 産） 役 員賞与引 当金

そ の 他 流 動 資 産 未 払 費 用

繰 延 税 金 資 産 未 払 給 与

未 収 入 金 未 払 金

関係会社未収入金 未 払 消 費 税

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 事 業 所 税

売 掛 金 短 期 借 入 金

商 品 １年内返済長期借入金

流 動 資 産】 流 動 負 債】

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸  借  対  照  表 平成 27 年  5 月 20 日 現在

資   産   の   部 負   債   の   部

科       目 金     額 科       目 金     額



円

【

12, 152, 554, 113 12, 152, 554, 113

【

10, 411, 487, 581 10, 411, 487, 581

売 上 総 利 益 （ 1, 741, 066, 532 ）

【

26, 159, 422

6, 349, 354 32, 508, 776

営 業 総 利 益 （ 1, 773, 575, 308 ）

【 1, 608, 467, 483

営 業 利 益 （ 165, 107, 825 ）

【

1, 109, 099

33, 000

36, 931, 129 38, 073, 228

【

2, 624, 557

13, 377

57, 415 2, 695, 349

経 常 利 益 （ 200, 485, 704 ）

【

9, 259 9, 259

【

13, 649, 406 13, 649, 406

税引前当期純利益 （ 186, 845, 557 ）

法人税及住民税 83, 234, 712

法人税等調整額 △ 2, 881, 085

当 期 純 利 益 （ 106, 491, 930 ）

特 別 損 失】

減 損 損 失

特 別 利 益】

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

雑 損 失

現金過不足 ( 損 )

営 業 外 費 用】

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 収 益】

受 取 利 息

販売費及び一般管理費】

営 業 収 入】

受 取 家 賃

共 益 費 収 入

売 上 原 価

売 上 原 価】

売 上 高】

売 上 高

損  益  計  算  書
自　平成 26 年  5 月 21 日

至　平成 27 年  5 月 20 日

科            目 金          額





株式会社 アタックスマート 

個 別 注 記 表

自 平成 26 年  5 月 21 日 

至 平成 27 年  5 月 20 日 

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記 

  記載すべき事象及び状況はありません。 

Ⅱ. 重要な会計方針に係わる事項 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ア 時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処 

    理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

  イ 時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ア 商品 主として売価還元法による原価法に基づく低価法 

  イ 貯蔵品 最終仕入原価法 

２. 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   法人税法の規定による定率法、ただし平成 10年 4月 1日以降取得し 

           た建物（建物付属設備を除く）については定額法 

  無形固定資産   法人税法の規定による定額法 

           ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間 

           （5年）に基づく定額法によっています。 

３. 引当金の計上基準 

  貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税の 

           規定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能 

           性を勘案して計上しています。 

  賞与引当金    支給実績に基づき当期に負担すべき引当金はありません。 

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

 ① リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については 

   リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法によっています。 

   ただし、平成 20年 3月 31 日以前契約のものは、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によ 

   っています。 

 ② 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 ③ 資産除去債務の会計処理 

   当社は、「資産除去債務に関する会計基準」を適用しております。 

   上記会計基準の適用にともなう有形固定資産に計上した除去費用の期末簿価は、3,894,502 円。 

  あわせて固定負債として計上した資産除去債務の期末残高は、6,922,660 円になります。 

 ④ 減損損失の会計処理 

   当事業年度において計上した減損損失の額は、13,649,406 円で当社菱刈店の建物及び付属設備 

   2,083,967 円と 11,565,439 円となっています。 

５. 会計方針の変更 

 ① 当期における重要な会計方針の変更は、ありません。 

Ⅲ. 貸借対照表に関する注記 

１. 関係会社に対する短期金銭債権 11,399,453 円

２. 関係会社に対する短期金銭債務 該当なし

３. 有形固定資産の減価償却累計額 516,327,781 円

４. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定 

  資産として、三股店他の什器備品があります。 

５. 受取手形割引高 該当なし

６. 不渡手形 該当なし



７. 裏書譲渡手形 該当なし

Ⅳ. 損益計算書に関する注記 

１. 関係会社との取引高 

   売上高  21,416,207 円

   仕入高 該当なし

   販売費及び一般管理費 22,182,096 円

   営業取引以外の取引高（受取家賃及び雑収入） 1,461,756

Ⅴ. 株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 5,000 株

２. 当該事業年度の末日における自己株式の数 該当なし

３. 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  平成 26年 8月 19 日の定時株主総会において、次の通り決議されました。 

 ① 配当金の総額 15,000,000 円

 ② 配当の原資 利益剰余金

 ③ １株当たり配当額 3,000 円

 ④ 基準日 平成 27年 5月 20日

 ⑤ 効力発生日  平成 27年 9月 9日 

Ⅵ. 税効果会計に関する注記 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因の主な内訳 

   未払事業税 18,193,100 円

   未払事業所税 5,589,200 円

   未払社会保険料 8,197,050 円

   未払労働保険料 1,450,131 円

   減価償却繰入超過額 42,727,574 円

   一括償却資産償却超過額 1,929,336 円

ソフトウェアの償却超過額他 89,667 円

未払費用 3,300,000 円

  繰延税金資産合計 26,297,746 円

   資産除去費用資産 3,894,502 円

   有価証券評価差額 361,951 円

  繰延税金負債合計 1,515,316 円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な項目別内訳 

  法定実効税率 36.8％


